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○新地方公会計制度とは 

現金主義・単式簿記を特徴とする現在の地方自治体の会計制度に対して、発生主義・複式簿記などの企業

会計手法を導入しようとする取組みです。資産・負債などのストック情報や、現金主義の会計制度では見え

にくいコストを把握し、自治体の財政状況等をわかりやすく開示するとともに、資産・債務の適正管理や有

効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体経営の強化に資するものです。 

総務省は、地方自治体に対して、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした「財務書類の作成に

関する統一的な基準」による地方公会計の整備を平成29年度までに行うよう求めています。 

 中川村では、平成27年度に固定資産台帳を整備し、平成27年度決算から統一的な基準による財務書類の作

成を行っています。 



一般会計等 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 25,776,720 固定負債 3,206,207

有形固定資産 24,382,070 地方債 2,549,805
事業用資産 6,949,717 長期未払金 -

土地 847,501 退職手当引当金 656,402
立木竹 1,471,224 損失補償等引当金 -
建物 13,041,520 その他 -
建物減価償却累計額 △ 8,564,558 流動負債 461,536
工作物 873,477 1年内償還予定地方債 379,274
工作物減価償却累計額 △ 726,030 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 47,245
航空機 - 預り金 35,017
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 3,667,743
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 6,582 固定資産等形成分 26,837,913

インフラ資産 17,182,286 余剰分（不足分） △ 3,387,257
土地 419,741
建物 185,457
建物減価償却累計額 △ 85,834
工作物 45,357,771
工作物減価償却累計額 △ 28,798,249
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 103,401

物品 403,479
物品減価償却累計額 △ 153,412

無形固定資産 8,027
ソフトウェア 1,261
その他 6,766

投資その他の資産 1,386,622
投資及び出資金 70,752

有価証券 11,120
出資金 59,632
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 7,339
長期貸付金 -
基金 1,308,764

減債基金 142,920
その他 1,165,844

その他 -
徴収不能引当金 △ 233

流動資産 1,341,680
現金預金 268,880
未収金 4,499
短期貸付金 -
基金 1,068,300

財政調整基金 1,068,300
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 23,450,656

27,118,399 27,118,399
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
一般会計等貸借対照表

（令和 2年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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一般会計等 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

24,454,320 27,757,457 △ 3,303,137

23,450,656 26,837,913 △ 3,387,257

△ 2 - △ 2

△ 1,003,664 △ 919,544 △ 84,120

- -

999 999

316,799 △ 316,799

△ 245,449 245,449

599,788 △ 599,788

△ 1,591,680 1,591,680

△ 1,004,660 △ 1,004,660

△ 920,543 920,543

2,499,232 2,499,232

446,200 446,200

3,950,093 3,950,093

2,945,432 2,945,432

-

5,242

5,242 金額

- 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

-

250,796

382,900

476

105,246

62,504

42,742

3,928,718

26,617

14,524

12,093

-

547,434

44,438

2,215,022

567,477

67,957

1,579,588

-

22,965

10,261

61

12,643

1,181,606

2,024

【様式第2号及び第3号（結合）】

一般会計等行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

4,033,964

2,852,358

614,372

520,665

47,245
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【様式第4号】

一般会計等 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 2,444,088

業務費用支出 1,262,483

人件費支出 604,144

物件費等支出 635,434

支払利息支出 10,261

その他の支出 12,643

移転費用支出 1,181,606

補助金等支出 547,434

社会保障給付支出 250,796

他会計への繰出支出 382,900

その他の支出 476

業務収入 2,997,592

税収等収入 2,501,159

国県等補助金収入 391,310

使用料及び手数料収入 62,381

その他の収入 42,742

臨時支出 14,524

災害復旧事業費支出 14,524

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 538,980

【投資活動収支】

投資活動支出 916,587

公共施設等整備費支出 599,788

基金積立金支出 316,799

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 305,581

国県等補助金収入 54,890

基金取崩収入 245,449

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 5,242

その他の収入 -

投資活動収支 △ 611,006

【財務活動収支】

財務活動支出 388,719

地方債償還支出 388,719

その他の支出 -

財務活動収入 470,900

地方債発行収入 470,900

その他の収入 -

財務活動収支 82,181

10,155

223,708

233,863

前年度末歳計外現金残高 33,282

本年度歳計外現金増減額 1,736

本年度末歳計外現金残高 35,017

本年度末現金預金残高 268,880

前年度末資金残高

本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日

至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」に定める評価基準及び評価方法による。また、

物品においては、一品当たりの取得価額が50万以上の場合に計上しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ア．市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  イ．市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ア．有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  イ．無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ウ．尚、耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固定

資産については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。なお、

端数は1円未満切り捨てています。 

 

（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－D）

に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ア．徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去3年間の平

均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  イ．賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上して

います。 

  ウ．退職手当引当金 

    退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当 

として支給された給付額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち按
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分される額を加算した額を控除した額（地方公共団体財政健全化法における退職手当支給

額に係る負担見込額算定方法による将来負担額）を計上しています。 

尚、持分相当の退職手当にかかる基金は組合連結時に計上されます。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処理をお

こなっています。 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

 重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場

合に債務となるのも。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報注記 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

（１）会計対象範囲 

   一般会計 

 

（２）一般会計等と普通会計の対象範囲の差異 

   対象範囲に差異はありません。 

 

（３）出納整理期間について 

   地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（普通地方公共団体の

出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する）、当該年度に係る出納整理期間における現金の
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受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（４）財務書類の表示単位 

   記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 

 

（５）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

   実質赤字比率は「一般会計等」、連結実質赤字比率は「一般会計等＋公営事業会計」、実

質公債費比率は「一般会計等＋公営事業会計＋一部事務組合・広域連合」、将来負担比率は

「一般会計等＋公営事業会計＋一部事務組合・広域連合＋地方公社・第三セクター等」を対

象としたものであり、統一的な基準における全体及び連結資金収支計算書の対象会計と異な

ります。   

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－  －  2.3 －  

 

（６）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

      該当はありません。 

 

（７）繰越事業に係る将来の支出予定額（債務負担行為） 

   828千円 

 

（８）減債基金に係る積立不足の有無等 

   積立不足はありません。 

 

（９）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に関する情報 

  ア．将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

    将来負担額（一般会計等の将来負担額）        5,253,666千円 

    充当可能財源等（基金等将来負担軽減資産）      6,895,483千円 

    実質負債（一般会計等が将来負担すべき実質的債務） △1,641,817千円 

  イ．その他比率算定に必要となる情報 

    元利償還金                       398,978千円 

    準元利償還金                      217,213千円 

    標準財政規模                    2,414,792千円 

    地方交付税措置算入公債費等の額             550,406千円 

 

（10）地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

   該当はありません。 

 

（11）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分） 

   固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として固定資 

産等の形態で保有されています。また、余剰分（不足分）とは、消費可能な資源が蓄積をい 
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い、原則として金銭の形態で保有されています。 

 

（12）基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

    ア．財務活動収支を除いた収支 

    業務活動収支（支払利息支出を除く）    549,241千円 

    投資活動収支             △611,006千円 

    基礎的財政収支             △61,765千円 

  イ．財務活動収支と投資活動収支における基金繰入金及び基金積立金を除いた収支 

    業務活動収支（支払利息支出を除く）    549,241千円 

    投資活動収支             △539,656千円 

        基礎的財政収支                            9,585千円 

 

（13）既存の決算情報との関連性 

   資産・負債（ストック情報）、及び、非現金支出（現金支出を伴わないコスト）を発生主

義で認識しています。 

 

（14）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差異（主なもの） 

   減価償却費             △1,579,588千円 

   徴収不能・退職手当・賞与等引当金    △10,148千円 

   資本的国県等補助金収入           54,890千円 

   固定資産除売却損益            △6,851千円 

 

（15）一時借入金の状況 

   一時借入金の借り入れはありません。 

 

（16）重要な非資金取引 

   減価償却費      1,579,588千円 

   退職手当引当金        2,024千円 

   賞与等引当金        47,245千円 

   徴収不能引当金           61千円 

      資産除売却益       △6,851千円 
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全体 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 26,937,673 固定負債 3,959,305

有形固定資産 25,481,745 地方債等 2,582,998
事業用資産 6,949,717 長期未払金 -

土地 847,501 退職手当引当金 656,402
立木竹 1,471,224 損失補償等引当金 -
建物 13,041,520 その他 719,905
建物減価償却累計額 △ 8,564,558 流動負債 467,844
工作物 873,477 1年内償還予定地方債等 382,154
工作物減価償却累計額 △ 726,030 未払金 1,962
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 48,711
航空機 - 預り金 35,017
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 4,427,149
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 6,582 固定資産等形成分 27,995,569

インフラ資産 18,190,196 余剰分（不足分） △ 3,901,233
土地 429,984
建物 205,947
建物減価償却累計額 △ 94,955
工作物 46,992,075
工作物減価償却累計額 △ 29,446,255
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 103,401

物品 729,393
物品減価償却累計額 △ 387,561

無形固定資産 8,608
ソフトウェア 1,261
その他 7,347

投資その他の資産 1,447,320
投資及び出資金 70,752

有価証券 11,120
出資金 59,632
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 10,938
長期貸付金 -
基金 1,366,164

減債基金 142,920
その他 1,223,244

その他 -
徴収不能引当金 △ 533

流動資産 1,583,812
現金預金 490,548
未収金 24,121
短期貸付金 -
基金 1,068,300

財政調整基金 1,068,300
減債基金 -

棚卸資産 843
その他 -
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 24,094,336
28,521,485 28,521,485

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
全体貸借対照表

（令和 2年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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全体 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

25,030,621 28,886,499 △ 3,855,878

24,094,336 27,995,569 △ 3,901,233

△ 191 - △ 191

△ 936,285 △ 890,930 △ 45,355

- -

999 999

346,849 △ 346,849

△ 253,449 253,449

662,656 △ 662,656

△ 1,647,985 1,647,985

△ 937,092 △ 937,092

△ 891,929 891,929

2,979,068 2,979,068

1,031,545 1,031,545

4,947,705 4,947,705

4,010,613 4,010,613

-

5,242

5,242 金額

- 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

-

250,796

227,000

476

193,971

144,654

49,316

4,926,330

26,617

14,524

12,093

-

1,652,557

46,660

2,327,512

616,926

80,022

1,630,565

-

31,852

13,403

95

18,354

2,130,829

2,024

【様式第2号及び第3号（結合）】

全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

5,120,301

2,989,472

630,107

532,712

48,711
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【様式第4号】

全体 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 3,482,424

業務費用支出 1,351,595

人件費支出 619,694

物件費等支出 696,947

支払利息支出 13,403

その他の支出 21,551

移転費用支出 2,130,829

補助金等支出 1,652,557

社会保障給付支出 250,796

他会計への繰出支出 227,000

その他の支出 476

業務収入 4,114,449

税収等収入 2,948,041

国県等補助金収入 972,562

使用料及び手数料収入 144,530

その他の収入 49,316

臨時支出 14,524

災害復旧事業費支出 14,524

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 617,501

【投資活動収支】

投資活動支出 1,009,505

公共施設等整備費支出 662,656

基金積立金支出 346,849

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 320,416

国県等補助金収入 60,890

基金取崩収入 253,449

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 5,242

その他の収入 836

投資活動収支 △ 689,088

【財務活動収支】

財務活動支出 391,546

地方債等償還支出 388,719

その他の支出 2,828

財務活動収入 470,900

地方債等発行収入 470,900

その他の収入 -

財務活動収支 79,354

7,766

447,765

455,530

前年度末歳計外現金残高 33,282

本年度歳計外現金増減額 1,736

本年度末歳計外現金残高 35,017

本年度末現金預金残高 490,548

前年度末資金残高

本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日

至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」に定める評価基準及び評価方法による。ま

た、物品においては、一品当たりの取得価額が50万以上の場合に計上しています。但し、地

方公営企業会計基準を適用している会計は、原則、取得原価によります。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ア．市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  イ．市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ア．有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  イ．無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ウ．尚、耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固

定資産については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。尚、端

数は1円未満を切り捨てています。但し、地方公営企業会計基準を適用している会計は、地

方公営企業会計基準によります。 

 

（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－

D）に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ア．徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去3年間の

平均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  イ．賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上し

ています。 

  ウ．退職手当引当金 
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    作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上しています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   リース期間が１年以内及びリース料総額が300万円以下の所有権移転ファイナンス・リー

ス取引、所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処

理をおこなっています。 

 

（８）全体資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。尚、地方公営企業会計基準を適用している会計は、税抜方式としていま

す。 

 

（10）その他全体財務書類作成のための基本となる重要な事項 

   会計間の、繰入繰出額、負担金・補助金等、出資金及び債権債務額等を相殺消去し表示し

ています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場

合に債務となるのも。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報注記 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

（１）会計対象範囲 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一 般 会 計   － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

  ア．地方公営企業法の財務規定等が非適用の地方公営事業会計のうち、適用に向けた作業に

着手しているものについては、集中取組期間を移行期間とし、当該地方公営事業会計分の

み、一定期間連結していません。 

イ．地方公営企業会計基準を適用している会計は、地方公営企業会計基準による法定決算書

類を基礎として読替え（組替え）方式により、全部連結をしています。 

 

（２）出納整理期間について 

   地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（根拠条文「普通地

方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）、当該年度に係る出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。尚、

地方公営企業会計方式を採用している会計は出納整理期間が無く、出納整理期間中年度に属

する資金等の授受等がある場合は、出納整理期間年度中に資金の受払いが終了したものとし

て調整しています。 

 

（３）財務書類の表示単位 

   記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 
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連結 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 27,640,677 固定負債 4,472,620

有形固定資産 26,080,690 地方債等 2,863,735
事業用資産 7,465,603 長期未払金 30,000

土地 899,202 退職手当引当金 826,391
立木竹 1,471,224 損失補償等引当金 2,051
建物 13,593,112 その他 750,444
建物減価償却累計額 △ 8,875,239 流動負債 538,465
工作物 1,196,686 1年内償還予定地方債等 404,092
工作物減価償却累計額 △ 829,458 未払金 32,884
船舶 - 未払費用 3,269
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 179
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 61,673
航空機 - 預り金 36,364
航空機減価償却累計額 - その他 3
その他 - 5,011,085
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 10,077 固定資産等形成分 28,738,414

インフラ資産 18,190,196 余剰分（不足分） △ 4,216,148
土地 429,984 他団体出資等分 1,125
建物 205,947
建物減価償却累計額 △ 94,955
工作物 46,992,075
工作物減価償却累計額 △ 29,446,255
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 103,401

物品 1,001,357
物品減価償却累計額 △ 576,466

無形固定資産 8,803
ソフトウェア 1,261
その他 7,541

投資その他の資産 1,551,184
投資及び出資金 24,557

有価証券 7,515
出資金 17,042
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 10,975
長期貸付金 3,975
基金 1,508,903

減債基金 142,920
その他 1,365,983

その他 5,032
徴収不能引当金 △ 2,258

流動資産 1,893,799
現金預金 705,655
未収金 64,344
短期貸付金 48
基金 1,071,274

財政調整基金 1,071,274
減債基金 -

棚卸資産 47,017
その他 5,461
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 24,523,391
29,534,476 29,534,476

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
連結貸借対照表

（令和 2年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計
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連結 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

【様式第2号及び第3号（結合）】

連結行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

50,355

2,664,048

752,945

123,948

1,690,975

96,180

6,014,989

3,627,050

917,734

739,607

61,673

66,099

799,859

227,000

4,928

565,713

371,537

194,176

45,268

14,112

204

30,952

2,387,939

1,356,152

-

5,401

5,247 金額

154 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

5,449,276

28,692

14,524

14,168

-

-

3,217,315 3,217,315 -

1,276,199 1,276,199 -

5,472,567 5,472,567 -

4,493,514 4,493,514 -

704,895 △ 704,895

△ 1,710,993 1,710,993

△ 979,054 △ 973,458 △ 5,596

△ 914,593 914,593

- -

6,200 6,200

354,708 △ 354,708

△ 263,203 263,203

33,839 53,891 △ 20,051  

△ 7,336 △ 252 △ 7,083

6,721 6,721

- -

24,523,391 28,738,414 △ 4,216,148 1,125

△ 939,629 △ 854,755 △ 85,999 1,125

25,463,020 29,593,169 △ 4,130,149 -
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【様式第4号】

連結 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 4,332,885

業務費用支出 1,888,552

人件費支出 849,316

物件費等支出 985,785

支払利息支出 14,112

その他の支出 39,338

移転費用支出 2,444,333

補助金等支出 1,356,152

社会保障給付支出 799,859

他会計への繰出支出 227,000

その他の支出 61,322

業務収入 4,989,661

税収等収入 3,186,288

国県等補助金収入 1,217,216

使用料及び手数料収入 371,413

その他の収入 214,744

臨時支出 14,524

災害復旧事業費支出 14,524

その他の支出 -

臨時収入 71

業務活動収支 642,322

【投資活動収支】

投資活動支出 1,049,831

公共施設等整備費支出 695,646

基金積立金支出 354,110

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 75

その他の支出 0

投資活動収入 328,828

国県等補助金収入 60,890

基金取崩収入 258,748

貸付金元金回収収入 89

資産売却収入 5,247

その他の収入 3,854

投資活動収支 △ 721,003

【財務活動収支】

財務活動支出 412,873

地方債等償還支出 406,372

その他の支出 6,502

財務活動収入 510,143

地方債等発行収入 503,856

その他の収入 6,287

財務活動収支 97,269

18,588

642,612

比例連結割合変更に伴う差額 9,207

670,407

前年度末歳計外現金残高 34,452

本年度歳計外現金増減額 790

比例連結割合変更に伴う差額 5

本年度末歳計外現金残高 35,247

本年度末現金預金残高 705,655

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日

至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」に定める評価基準及び評価方法による。ま

た、物品においては、一品当たりの取得価額が50万以上の場合に計上しています。但し、地

方公営企業会計基準を適用している会計、地方三公社、第三セクターは、原則、取得原価と

しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ア．市場価格のあるもの 

    作成基準日時点における市場価格（時価）により計上しています。 

  イ．市場価格のないもの 

    取得原価による。ただし、実質価額が著しく低下した場合は相当額の減額をおこない計

上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却方法 

  ア．有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  イ．無形固定資産（電話加入権、土地の上に存する権利は除く） 

    定額法により算定しています。 

  ウ．尚、耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固

定資産については、備忘価額を計上していません。 

 

（４）有形固定資産等の耐用年数及び償却率 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。尚、端

数は1円未満を切り捨てています。但し、地方公営企業会計基準を適用している会計は、地

方公営企業会計基準によります。 

 

（５）有形固定資産等の取得価額範囲 

   有形固定資産等を有償取得した場合その取得価額については、企業会計原則（第三－五－

D）に準拠し、当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、付随費用を含めています。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

  ア．徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能及び回収不能に備えるため、過去3年間の

平均不能欠損率により見込額を計上しています。 

  イ．賞与等引当金 

    翌年度6月支給見込額等のうち、作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上し

ています。 

-20-



  ウ．退職手当引当金 

    作成基準日において当該年度に負担すべき額を計上しています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

   リース期間が１年以内及びリース料総額が300万円以下の所有権移転ファイナンス・リー

ス取引、所有権移転外のファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に準じた会計処

理をおこなっています。 

 

（８）連結資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第235条の4に規定する、歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   税込方式による。尚、地方公営企業会計基準を適用している会計は、税抜方式としていま

す。 

 

（10）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項 

   会計間の、繰入繰出額、負担金・補助金等、出資金及び債権債務額等を相殺消去し表示し

ています。 

   尚、水道料金、下水道使用料、施設使用料等条例で金額が定められているもの、相対取引

で金額が決定されたものを除く取引、「投資と資本の取引」及び「貸付金・借入金等の債権

債務の取引」を除き年間取引総額が100万円未満の取引、連結対象団体（会計）が支払った

住民税や固定資産税等の税金については、相殺消去の対象外としています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

  会計年度末において確定債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場

合に債務となるのも。 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

（２）その他主要な偶発債務 

   該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報注記 

  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 
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（１）会計対象範囲 

会計（団体）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一 般 会 計   － 

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 特別会計 全部連結 － 

水 道 事 業 会 計 公営企業会計（法適用） 全部連結 － 

上 伊 那 広 域 連 合 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.36% 

南信地域町村交通災害共済事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.00% 

長野県市町村自治振興組合（電子自治体推進事業）  一部事務組合・広域連合 比例連結 0.34% 

長野県市町村自治振興組合（電子申請・届出サービス）  一部事務組合・広域連合 比例連結 0.24% 

長野県市町村自治振興組合（高速ネットワーク） 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.02% 

長野県市町村自治振興組合（ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ・共同 VDI）  一部事務組合・広域連合 比例連結 0.11% 

長野県市町村総合事務組合（一般会計） 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.93% 

長野県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害） 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.72% 

長野県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.20% 

長 野 県 地 方 税 滞 納 整 理 機 構 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.05% 

伊 南 行 政 組 合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.00% 

中 川 村 土 地 開 発 公 社 地方三公社 全部連結 － 

中 川 観 光 開 発 （ 株 ） 第三セクター等 全部連結 52.20% 

  ア．地方公営企業法の財務規定等が非適用の地方公営事業会計のうち、適用に向けた作業に

着手しているものについては、集中取組期間を移行期間とし、当該地方公営事業会計分の

み、一定期間連結していません。したがって、一般会計等に於ける他会計への繰出金等が

相殺消去されない場合があります。 

イ．地方公営企業会計基準を適用している会計、地方三公社、第三セクターは、法定決算書

類を基礎として読替え（組替え）方式により連結をしています。 

ウ．一部事務組合・広域連合は、経費負担割合に基づき、比例割合の対象としています。 

エ．第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても

業務運営に実質的に主導的な立場を確保、若しくは、損失保証を付している等の重要性が

有る団体を含みます）は、全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間について 

   地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられており（根拠条文「普通地

方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）、当該年度に係る出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。尚、

地方公営企業会計方式を採用している会計は出納整理期間が無く、出納整理期間中年度に属

する資金等の授受等がある場合は、出納整理期間年度中に資金の受払いが終了したものとし

て調整しています。 
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（３）財務書類の表示単位 

   記載金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が一致しないことがあります。 
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4
6
,8

9
8

2
,8

8
5
,7

9
8

3
,1

4
6
,9

8
5

2
,9

2
9
,0

7
9

2
,9

6
5
,1

5
2

3
,2

6
7
,8

2
7

　
特

例
地

方
債

（
千

円
）

1
8
3
,9

5
6

1
8
3
,9

5
6

1
8
3
,9

5
6

1
5
2
,5

7
3

1
5
2
,5

7
3

1
5
2
,5

7
3

1
9
0
,5

5
0

1
9
0
,5

5
0

1
9
0
,5

5
0

　
有

形
・
無

形
固

定
資

産
合

計
（
千

円
）

2
6
,5

7
5
,5

5
0

2
7
,6

7
0
,5

5
2

2
8
,0

5
2
,2

2
4

2
5
,3

8
0
,9

9
1

2
6
,4

7
4
,6

8
3

2
7
,0

3
9
,1

1
9

2
4
,3

9
0
,0

9
7

2
5
,4

9
0
,3

5
3

2
6
,0

8
9
,4

9
3

算
定

式
：
（
(B

S
)地

方
債

＋
(B

S
)1

年
内

償
還

予
定

地
方

債
）
 -

 特
例

地
方

債
／

(（
B

S
)有

形
固

定
資

産
 +

 （
B

S
）
無

形
固

定
資

産
)

※
高

い
程

将
来

世
代

が
負

担
す

る
割

合
が

高
い

⑦
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
財

務
活

動
収

支
と

投
資

活
動

収
支

に
お

け
る

基
金

繰
入

金
及

び
基

金
積

立
金

を
除

い
た

収
支

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
す

。
単

位
：
千

円

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
△

 1
2
2
,9

7
1

△
 1

4
1
,0

6
3

△
 1

4
5
,9

5
7

2
6
5
,1

6
3

2
2
3
,4

7
9

8
9
,9

4
4

9
,5

8
5

3
5
,2

1
5

3
0
,7

9
3

算
定

式
：
((
C

F
)業

務
活

動
収

支
＋

(C
F
)支

払
利

息
支

出
）
)＋

((
C

F
)投

資
活

動
収

支
+
(C

F
)基

金
積

立
金

支
出

-
(C

F
)基

金
取

崩
収

入
)

※
経

年
比

較

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度
4
,8

4
6

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

平
成

3
0
年

度
4
,9

1
0

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

歳
入

額
対

資
産

比
率

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
①

純
資

産
比

率

基
礎

的
財

政
収

支
（
プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
）

有
形

固
定

資
産

減
価

償
却

率
②

平
成

2
9
年

度
4
,9

5
0

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度
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⑧
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
債

務
償

還
に

充
当

で
き

る
、

償
還

充
当

限
度

額
（
償

還
財

源
上

限
額

）
に

対
す

る
実

質
債

務
（
将

来
負

担
額

か
ら

充
当

可
能

財
源

を
控

除
し

た
債

務
）
の

比
率

単
位

：
％

　
実

質
債

務
（
千

円
）

　
償

還
財

源
上

限
額

（
千

円
）

算
定

式
：
(将

来
負

担
額

－
充

当
可

能
財

源
)／

（
経

常
一

般
財

源
等

（
歳

入
）
等

 -
 経

常
経

費
充

当
財

源
等

）
※

低
い

程
返

済
能

力
が

高
い

⑨
【
持

続
可

能
性

（
健

全
性

）
】
純

資
産

に
対

す
る

負
債

の
割

合
を

表
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
4
.5

1
7
.3

1
8
.4

1
4
.6

1
7
.5

1
9
.2

1
5
.6

1
8
.4

2
0
.4

算
定

式
：
(B

S
)負

債
合

計
／

(B
S
)純

資
産

合
計

※
低

い
ほ

ど
財

政
状

況
が

健
全

⑩
【
効

率
性

】
ど

れ
だ

け
の

資
産

で
ど

れ
だ

け
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
い

る
か

(資
産

が
効

率
的

に
活

用
さ

れ
て

い
る

か
)を

表
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
4
.9

1
8
.5

2
1
.2

1
5
.1

1
8
.7

2
1
.4

1
6
.5

2
0
.1

2
3
.1

算
定

式
：
(P

L
)経

常
費

用
／

（
(B

S
)有

形
固

定
資

産
＋

（
B

S
)無

形
固

定
資

産
）

※
経

年
比

較

⑪
【
弾

力
性

】
税

収
等

の
う

ち
、

ど
れ

だ
け

が
資

産
形

成
を

伴
わ

な
い

行
政

コ
ス

ト
（
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
）
に

費
消

さ
れ

た
の

か
を

示
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
5
6
.6

1
5
5
.6

1
5
8
.2

1
5
2
.5

1
6
4
.2

1
6
6
.5

1
5
7
.2

1
6
5
.4

1
6
9
.4

算
定

式
：
(P

L
)純

経
常

行
政

コ
ス

ト
／

(N
W

)税
収

等
※

高
い

程
資

産
形

成
の

財
源

的
余

裕
度

が
低

い

⑫
【
弾

力
性

】
税

収
等

の
う

ち
、

ど
れ

だ
け

が
資

産
形

成
を

伴
わ

な
い

行
政

コ
ス

ト
（
純

行
政

コ
ス

ト
）
に

費
消

さ
れ

た
の

か
を

示
す

。
単

位
：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
5
6
.5

1
5
5
.5

1
5
8
.4

1
5
3
.7

1
6
5
.1

1
6
7
.8

1
5
8
.1

1
6
6
.1

1
7
0
.1

算
定

式
：
(P

L
)純

行
政

コ
ス

ト
／

(N
W

)税
収

等
※

高
い

程
資

産
形

成
の

財
源

的
余

裕
度

が
低

い

⑬
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
1
.3

2
.6

5
.5

1
.6

2
.9

6
.0

1
.5

2
.8

6
.2

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

⑭
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
3
.4

4
.3

9
.9

2
.7

3
.9

9
.8

2
.6

3
.8

9
.4

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

⑮
【
自

律
性

】
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
対

す
る

受
益

者
負

担
の

割
合

を
表

す
。

単
位

：
％

一
般

会
計

等
全

体
連

結
一

般
会

計
等

全
体

連
結

一
般

会
計

等
全

体
連

結
2
.9

3
.9

9
.5

2
.5

3
.7

9
.6

2
.6

3
.8

9
.4

※
低

い
程

財
源

充
当

率
が

高
い

1
,1

3
9
,6

0
4

1
,0

8
2
,3

1
8

1
,1

4
9
,9

2
3

2
8
4
.4

2
7
5
.2

2
4
8
.1

3
,2

4
0
,5

3
5

2
,9

7
8
,1

0
6

2
,8

5
2
,6

3
3

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

令
和

元
年

度

受
益

者
負

担
率

（
総

負
担

率
）
①

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

平
成

3
0
年

度

負
債

比
率

行
政

コ
ス

ト
対

税
収

等
比

率
（
純

比
率

）

受
益

者
負

担
率

（
純

負
担

率
）

債
務

償
還

比
率

行
政

コ
ス

ト
対

公
共

資
産

比
率

平
成

2
9
年

度

算
定

式
：
(P

L
)経

常
収

益
／

(P
L
)経

常
費

用

算
定

式
：
（
P

L
)使

用
料

及
び

手
数

料
／

(P
L
)経

常
費

用

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

平
成

2
9
年

度

行
政

コ
ス

ト
対

税
収

等
比

率
（
総

比
率

）

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

受
益

者
負

担
率

（
総

負
担

率
）
②

算
定

式
：
(P

L
)経

常
収

益
／

(P
L
)経

常
費

用
 ※

経
常

収
益

か
ら

引
当

金
戻

入
額

を
除

く

-25-



令和元年度決算財務指標考察 

 

これまでに形成された資産が、歳入の何年分に相当するかを表す歳入額対資産比

率は高く、社会資本整備が進んでいるといえます。しかし、有形固定資産のうち償

却資産（建物、工作物、物品等）の老朽化の度合いを示す有形固定資産減価償却率

は年々上昇しており、老朽化した施設の点検・診断や計画的な予防保全による長寿

命化を進めるなど、適正管理に努める必要があります。また、歳入額対資産比率が

高くなると歳入に対して資産の保有が過大となることから、将来的に資産の維持に

歳入が拘束される可能性が高くなるため、比率の推移には注意が必要となります。 

民間企業の自己資本比率に相当する純資産比率は高く、また、将来世代が負担す

る割合を示す社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）も低いため、

村の財務的な安定性は高いと言えます。 

健全性を見てみると、債務償還可能年数の値は低く、村の返済能力は高いといえ

ます。また、純資産に対する負債の割合を示す負債比率も低く、村の財政状況は健

全であることが分かります。 

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表す受益者負担率は、若干低い

値となっています。この比率が低い場合は、適正な受益者負担がなく安易に行政サ

ービスを提供していないか、受益者と非受益者との間で負担の公平性が保たれてい

るか、などを検証する必要があります。 

特に公共施設については、今後見込まれる人口減少、高齢化、ニーズの変化等に

対応するため、施設更新時期等にはその施設に係る事務事業や利用価値について再

検討し、縮減、統合、廃止の可能性についても検討していく必要があります。 
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